
再生可能エネルギーはグローバルなエネルギー転換の柱だ 

 

【レノ（米ネバダ州）IDN＝J・W・ジャッキー】 

 

国際再生可能エネルギー機関（IRENA）は、風力や太陽光などさまざまな再生可能エネル

ギーが２０５０年までに世界の電力供給の中心を占めるようになるとの最新の分析を明ら

かにした。３月１６・１７両日に「ベルリン・エネルギー転換対話」で IRENA が発表した

「世界エネルギー転換展望」要覧で論じられている。 

 

現在加盟数１６３か国（１６２カ国と欧州連合）をかかえる IRENAは、持続可能なエネル

ギーの将来に向けて移行しようとする国を支援する世界的なエネルギー変革のための政府

間組織で、国際協力の主要なプラットフォーム、中核拠点、再生可能エネルギーに関する

政策、技術、リソースの集積所として、あらゆる形の再生可能エネルギーの広い適用と持

続可能な使用を推進する主導的な役割を果たしてきた。 

 

「気候投資プラットフォーム」への貢献の一環として、IRENA は、再生可能エネルギー関

連プロジェクトの実現を支援する用意がある金融機関や開発機関、民間投資家に対して、

地域毎にまとめられた特設のポータルを通じて適切なプロジェクトへの参加を呼びかけて

いる。 
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気候変動に対処するには、２０５０年までにエネ

ルギー需給の脱炭素化を達成する必要がある。こ

の動きは、世界的なエネルギー転換に重大な影響

を及ぼし、エネルギー部門の脱炭素化にあたって、

電気が重要な要素となることを意味する。 

 

国際社会は２０１５年９月に開催された国連の

サミットで、１７項目からなる持続可能な開発目

標（SDGs）という世界共通目標を２０３０年ま

でに達成することを決めた。すべての人に手ごろ

で信頼でき、持続可能かつ近代的なエネルギーへ

のアクセスを確保することは、SDGsの第７目標

に明記されている。また、気候変動とその影響に立ち向かうために緊急対策を取ることは、

SDGs の第１３目標にあたる。 

 

急速な炭素削減に向けた代替手段は利用可能であるが、２０２１年以降もクリーン・エネ

ルギーが成長する見通しである。再生可能エネルギー、電化、省エネが、エネルギー転換

の中心に据えられることが理想だ。以下、エネルギー転換を加速させることができる３つ

の要素について説明していく。 

  

持続可能性と社会経済的なバランス 

 

奇妙に聞こえるかもしれないが、エネルギー転換と経済成長の相互関係は、エネルギー転

換指数（ETI）で高位にある国において重大な課題に直面している。実際、指標が存在する

１１５カ国の中で、ランキングを上げ、かつ経済成長も成し遂げた国は全体の半数以下で

あった。さらに、原油価格高騰の懸念が高まるなど、先進国は多くの問題に直面している。 

 

この１０年ほどで、先進国の世帯では電気料金が２５％増加した。同じ期間に、経済成長

と環境の持続可能性、開発分野において前進がみられたのは途上国の４０％にも満たなか

った。 

 

エネルギー転換をバランスよく進めるには、安全とエネルギーへのアクセス、経済開発、

持続可能な管理を達成しなくてはならないことを指導者は理解する必要がある。エネルギ

ー転換の特定の要因にのみ力を入れることは、世界的な不平等の原因となり、気候変動に

関する目標の不達成につながるからだ。 
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教訓の共有 

 

クリーン・エネルギーに関して言えば、欧州・北

欧諸国は、政治的コミットメントの強さや統合的

な電力市場、持続可能性実現に向けた強力な規制

政策のために、高い実績を誇っている。これらの

国々の規制政策は、エネルギーを転換する革新的

な技術の採択を中心としたものだ。興味深いこと

に、中国やインド、ブラジルといった新興国も、

再生可能エネルギー源を強化し、エネルギーの集

中的な使用を減らし、グローバルなエネルギーア

クセスを拡大している。 

 

しかし、エネルギーの転換プロセスにはまだかな

りの格差がある。この格差を急速に埋めるために、

国家間の協力が最も優先されねばならない。エネ

ルギー転換指数（ETI）で高位にある国は、その規制とイノベーションについて、新興国と

知見を共有しなくてはならない。 

 

地方レベルで言えば、各国政府は、地域コミュニティーを持続可能なプロジェクトに巻き

込みながらクリーン・エネルギーへの移行を図ることが可能だ。例えば、クリーン・エネ

ルギーに関する教育によって、太陽光や地熱、風力に関する関心を高め、新システムの開

発に向けた余地を生み出すことができる。  

  

移行を通じた強靭化 

 

この１０年間のエネルギー転換は不均等な形でしか生じていない。ETI のランキングを上げ

たという意味では、１１５カ国中わずか１３カ国しか達成していない。新型コロナ感染症

のパンデミック（世界的大流行）による債務危機とシステム的な衝撃が、エネルギー転換

のロードマップに影響を及ぼしている主な要因だ。 

不可逆的な進展を促進し、今後ありうるリスクを抑えるために、各国は、経済・政治・社

会的実践においてエネルギー転換の公約とロードマップを守らねばならない。そうするこ

とで、再生可能エネルギーの利用を促進し、CO２排出燃料を減らし、規制の枠組みを改善

することができる。 

 

グローバルなエネルギー転換のプロセスは始まったばかりだが、政策決定者や投資家、消
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費者、イノベーターには、持続可能性に関する目標を達成するために必要なことを行って

ほしい。 

 

社会経済的なバランスや持続可能性に関するバランスを向上させ、規制政策やイノベーシ

ョンに関する教訓を共有することで、各国はグローバルなエネルギー転換を促進すること

ができる。各国政府は、強靭さを身につけ、生態系やセクターを超えた協力を促進すべき

だ。(05.08.2021) INPS Japan/ IDN-InDepth News 

 

 

 

https://www.weblio.jp/content/%E9%9D%A9%E6%96%B0%E8%80%85

